
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 207 ▲ 456 ▲ 664 -

403

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しな
い場合がある。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　科学技術振興機構に対して、以下の取組を実施するための経費を補助する。【定額補助】
・日本科学未来館の整備（空調用機器、自然排煙設備、受配電設備の更新　等）
・外国人研究者宿舎の整備（給湯設備及び消防設備の更新　等）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 966 207 456

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

966 207 456 1,838 146

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 189 - - 403 146

777 207 456

定額補助【補助率：100%】

平成21年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

664 -

補正予算（B) 207 456 664

771

771

令和5年度第1次補正予算

2023 文科 22 0204

文部科学省

政策
7．Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

8．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

9．未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

科学技術振興機構（JST）が設置する施設の整備・充実を図るために要する経費を補助することにより、第6期科学技術・イノベーション基本計画に定める事業等の
着実な実施を図り、もって科学技術の振興に資することを目的とする。

人材政策課
人材政策課長
生田　知子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国立研究開発法人科学技術振興機構法

関係する
計画、通知等

第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月閣議決
定）

事業名 国立研究開発法人科学技術振興機構施設整備に必要な経費 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度

施策
7-1 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベー ション・エコシステムの形成
7-2 様々な社会課題を解決するための総合知の活用
7-3 科学技術の国際活動の戦略的推進

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

-

事業概要URL
https://www.jst.go.jp/all/jigyou/

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 403

146

69%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

国立研究開発法人科学技術振興機構施設整備費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
244%

主な増減理由（・要望額・予備費）

45%

令和6年度要求

　

　

　

(目) 国立研究開発法人科学技術
振興機構施設整備に必要な

その他

146

科学技術振興機構は、科学技術の振興を図ることを目的とする国立研究開発法人であり、これまで各期の科学技術基本計画や第６期科学技術・イノベーション基
本計画の下、当該計画の中核的な役割を担う機関として、自らの研究開発戦略立案機能を活用しつつ、ファンディングエージェンシー機能を発揮することにより、
国立研究開発法人や大学、企業等と協働した研究開発推進体制を構築するネットワーク型研究所として、我が国の研究開発成果の最大化に貢献してきた。国内
外における情勢変化等を踏まえつつ、第６期科学技術・イノベーション基本計画に示された「国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革」、「知
のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化」、「一人ひとりの多様な幸せ（well-being）と課題への挑戦を実現する教育・人材育成」に沿った取組が
求められる。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

41 4

成果実績

120

目標値 ％ -

- 120

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

2

アウトプットで記載した活動目標について、毎年実施する年度評価において、「研究開発成果の最大化」及び「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて外部
委員からの公正で客観的な意見も取り入れながら評価を受け、評価は業務運営上の課題の把握・改善等にも資することから、短期アウトカムとして設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

5

-

-

-

短期アウトカムである年度評価の結果を総合して、中長期目標期間の終了時において、外部委員からの公正で客観的な意見も取り入れながら、「研究開発成果の
最大化」及び「適正、効果的かつ効率的な業務運営」のため、中長期目標期間における中長期目標の達成状況について評価されることから、長期アウトカムとして
設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立研究開発法人科学技術振興機構の各年度における業務の実績に関する評価

令和2年度 令和3年度

-

8 年度

独立行政法人通則法で定められている
中長期目標期間において標準評価以
上を目指す。

評価結果（B評定を標準（所期
の目標を達成していると認め
られる状態）の100％とし、A評
定を120％、C評定を80％とし
て記載する） 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

施設・設備の改修、更新等を通じた事
業の効果的・効率的な推進

施設の整備数
活動実績

年度

- 100

定量的な成果指標 単位

件 1

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

5

活動目標 活動指標

5

達成度 ％

独立行政法人通則法で定められている
年度評価において標準評価以上を目
指す。

評価結果（B評定を標準（所期
の目標を達成していると認め
られる状態）の100％とし、A評
定を120％、C評定を80％とし
て記載する）

成果実績 ％ - -

-

機構の業務を効果的・効率的に推進するため、老朽化対策を含め、施設・設備の改修、更新等を重点的かつ計画的に実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立研究開発法人科学技術振興機構の中長期目標期間における業務の実績に関する評価

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - -

目標値 ％ - - -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和9年度実施)

-
点検結果

国の少額随意契約基準以上の調達案件については、一般競争を実施し、やむを得ない場
合であっても企画競争や公募等の競争性及び透明性の高い契約方式で調達を行ってい
る。

-

-

本事業は、事業としては計画的に執行がなされているところであるが、事業の性質上今後も工事発注等が続くと考えられるため、引き続き契約の競争性・公平性・
透明性の確保に向けた取り組みを継続していく必要がある。																																											

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外																																																	

0188

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0175

-

-

令和2年度 文部科学省 0176

0190

令和4年度 2022 文科 21

引き続き、契約の競争性・透明性確保に努めつつ、科学技術イノベーションの推進を支える中核機関としての取組を進める。

・支出先上位１０者リストにおいては、落札率は同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表としている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 177

平成29年度 180

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 233

平成25年度 186

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

調達等合理化計画を策定し、契約の競争性等の確保に向けた継続的な改善及び法人評価での評価を毎年実施している。引き続き効果的・効率的な事業実施に
取り組む。																																											

事業内容の
一部改善

執行等改善

174

平成30年度 181

平成23年度 214

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 184

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省
456百万円

【A】国立研究開発法人科学

技術振興機構

348百万円

※令和４年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記

入。

※金額は、単位未満四捨五入して記載していることから合計が一致しない場合がある。

補助金等交付

【B】社会変革に資する研究

開発戦略の立案と社会との

共創
民間会社（全9機関）、

311百万円

日本科学未来館の補修
費用

外国人研究者宿舎の整
備

随意契約（公募）等 一般競争契約（最低価格）

【C】科学技術・イノベーショ

ン基盤の強化
民間会社（全4機関）、

37百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

7 - -4 株式会社サイボウ 3030001003582
外国人研究者宿舎「二の宮ハウス」消防
設備（非常用放送設備）更新工事 2

一般競争契約
（最低価格）

-

3 富士防災設備株式会社 5010001027706
外国人研究者宿舎「二の宮ハウス」消防
設備（自動火災報知設備受信機等）更新
工事

6
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

- -

2 大迫工業株式会社 1010601008951
外国人研究者宿舎「二の宮ハウス」消防
設備（屋内消火栓関連設備）更新工事 8

一般競争契約
（最低価格）

5 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ショウテック 7010101001773
外国人研究者宿舎「二の宮ハ
ウス」ガス給湯器の更新工事

22
一般競争契約
（最低価格）

8

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

- -

13 株式会社麻布タマヤ 7010401074255
日本科学未来館　未来館ホー
ル前室部内装改修工事

0.8
随意契約
（少額）

- -

3 - -

12 株式会社石井電気 1011802021818
日本科学未来館　展示フロア
電灯分電盤の改修工事

3
一般競争契約
（最低価格）

3

11 株式会社インテリア山下 1110001001316
日本科学未来館　貸出施設床
材貼替工事

3
一般競争契約
（最低価格）

-

10 株式会社オリゲン 1010901002588
日本科学未来館　駐車場棟階
段室他内装等補修工事

6
随意契約
（その他）

- - -

- -

9 昭和科学株式会社 3011801001959
日本科学未来館　加湿器濾過
材の整備

7
一般競争契約
（最低価格）

2 -

3 - -

8 株式会社野澤工務店 7011101017017
日本科学未来館　研究棟411
号室内装改修工事

2
随意契約
（少額）

-

7 株式会社野澤工務店 7011101017017
日本科学未来館　1階来客
ブース及び入札室改修工事

16
一般競争契約
（最低価格）

-

6 日本ドライケミカル株式会社 2010701007860
日本科学未来館　泡消火設備
の更新工事

35
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

- -

5 株式会社商和 8020001020624
日本科学未来館　電動換気窓
装置の整備

15
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

4 株式会社商和 8020001020624
日本科学未来館　プレート式
熱交換器の整備

22
一般競争契約
（最低価格）

2

3 アズビル株式会社 9010001096367
日本科学未来館　自動制御機
器の更新工事

36
随意契約
（公募）

-

2 アズビル株式会社 9010001096367
日本科学未来館　電力監視制
御設備の更新工事

64
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 アズビル株式会社 9010001096367
日本科学未来館　空調制御設
備の更新工事

101
随意契約
（公募）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人科学技術
振興機構

4030005012570
社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会
との共創、科学技術イノベーション基盤の強化 348 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 22 計

施設整備費 外国人研究者宿舎「二の宮ハウス」ガス給湯器の更新工事 22

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 348 計 101

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費 施設改修工事 348 施設整備費 日本科学未来館　空調制御設備の更新工事 101


	行政事業レビューシート

